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表 2 本研究で文献調査等の対象とした大規模地震 
対象地震 発災日時 避難所等となった大学等 
阪神・淡路 
大震災 






















2016 年 4 月 14 日（木） 
21:26 発生（前震）／ 


























































































れ」については、第 5 節 1 として約 8 ページの記述がある。特徴的な事項について以下に
箇条書きで列挙する。 
・最多時に約 2,550 名の避難者を受け入れた 4)。 
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 ○  各大学 Web サイト 
東北、関東地方の各大学の Web サイト掲載
情報。 






 ○  
熊本大学ほか各大学 Web サ
イト 
熊本県内の各大学の Web サイト掲載情報。 
※南海トラフ
地震（備え） 













・概ね地震翌日の 1 月 18 日には地域住民の避難が終わった。避難所の解消時期は、早い






表 4 各大学等の発行した大学での避難所開設等に係る文献リスト（例） 


















東日本大震災 ・東北大学災害対策推進室（2013）『東北大学 東日本大震災記録集 ～












野修・福島大学長 作成資料（平成 23 年 7 月 4 日）』 





























 東北大学災害対策推進室（2013）『東北大学 東日本大震災記録集 ～3.11 から 記録
と記憶をつないで、次代へ、世界へ』は 2013 年 10 月に 219 ページで発行されている。冊







・各キャンパスの施設で、多数の学生・教職員が一時避難した。3 月 11 日は同大学内でシ
ンポジウムが開催されており、その参加者の避難もあった。12)。 
・市街地に所在する川内、星陵、雨宮キャンパスでは近隣住民の避難もあり、3 月 11 日当
初は 200 人程度が避難したが、3 月 14～16 日にかけて解消した。避難者に対しては大
































た。震災から 4、5 日後には、避難者数は学生・一般市民あわせて 1,200 人を超えた 17)。






























地区の附属小学校体育館及び中学校の教室を避難所として開設し、4 月 14 日から 5 月 8
日までの間、1 日最大で約 2,800 人（4 月 16 日の本震後。翌 4 月 17 日には約 1,400 人
となった。）の避難者を受け入れた 24)。 
・4 月 14 日の前震後には黒髪地区に 1,000 人（学生、一般市民等）、大江地区に 200 人の
避難があったが、黒髪地区では毛布や水などは行きわたっており、大きな混乱はなかっ































○市役所、大学、ボランティアでの全体会議の実施（7:30 と 17:30） 





注）黒髪地区の避難所閉鎖は 4 月 30 日午前 
（出典）熊本大学（2017）『熊本地震記録集 ～4.14 4.16 想定を超える困難に直面して』p.52 
 














































・前震（4 月 14 日）後、学内に残っていた学生を避難誘導した。大学周辺に居住する学生
や地域住民が大学構内に続々と避難してきたため、武道場等を一時的な避難場所として
開放した 29)。15 日朝時点での避難者は 370 人（うち学生 300 人）であり 30)、隣接する
熊本県精神保健福祉センターや熊本県消防学校からゴザや毛布を借り、避難者に提供し
た 31)。 
・本震（4 月 16 日）では熊本市東区は震度 6 強を記録し、学内は停電・断水した。熊本赤
十字病院から臨時救護所開設の要請があり、病院からの要救護者を学内施設に誘導した。
明け方に屋外フィールドにいた避難者 500 人を施設内に誘導した。同日、避難者は 1,400










機場所の確保などの依頼があった。そこで、4 月 18 日の昼、熊本県立大学は避難所開放
の規模を縮小し、医療連携中心にシフトした。一般の避難者は近隣の小学校等の公的避









 熊本学園大学は熊本地震において震度 7 を記録した益城町にほど近く、熊本市中心部の
熊本市中央区に位置する。避難所指定が行われていないにも関わらず、震災発生直後から
被災高齢者や障害者の受け入れを社会福祉学部の教員と学生を中心に積極的に行った。 
 この記録は大学広報誌などでまとめられているほか、地震発生約半年後の 2016 年 11 月
には熊本地震シンポジウム「地域に根付いた避難所の取り組みと被災者支援」を大学にて
開催し、また 2017 年 11 月には書籍（熊本学園大学（2017）『平成 28 年熊本地震 大学








本学園大学（2017）『平成 28 年熊本地震 大学避難所 45 日 障がい者を受け入れた熊本学
園大学震災避難所運営の記録』熊本日日新聞社）およびヒアリング調査から、避難所とし
て大学が果たした役割に絞り、特徴的な事柄について以下に箇条書きで列挙する。 
























































表 7 大学における避難所開設等の事例のまとめ 




避難市民（最多時）：約 2,550 人 
時期（最長施設）： 









避難市民（最多時）：約 200 人 
時期： 









避難市民（最多時）：約 1,200 人 
時期： 










避難市民（最多時）：約 2,800 人 
時期： 











避難市民（最多時）：約 2,000 人 
時期： 
2016 年 4 月 14 日～4 月 27 日 










避難市民（最多時）：約 860 人 
時期： 










・東北大学：東北大学災害対策推進室（2013）『東北大学 東日本大震災記録集 ～3.11 から 記録
と記憶をつないで、次代へ、世界へ』 
・石巻専修大学：ヒアリング調査、石巻専修大学（2012）『東日本大震災 石巻専修大学報告書』1 
・熊本大学：熊本大学（2017）『熊本地震記録集 ～4.14 4.16 想定を超える困難に直面して』 
・熊本県立大学：ヒアリング調査、熊本県立大学（2016）『熊本県立大学広報誌 春秋彩』45、熊本
県立大学総合管理学部（2017）『熊本県立大学ブックレット 3 熊本地震と震災復興』熊日出版 
・熊本学園大学：ヒアリング調査、熊本学園大学（2016）『熊本学園大学広報誌 銀杏並木』431、熊





































(2) 地域防災計画における避難所としての大学の位置づけ ～北九州市内を事例に 
① 北九州市地域防災計画における避難所等の種類 















表 8 北九州市地域防災計画における避難所等の定義 














災害対策基本法第 49 条の 4 に規
定する「指定緊急避難場所」、お

























（出典）北九州市(2018b)『北九州市地域防災計画 付属資料編（平成 30 年 4 月修正）』p.121、北九州
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○ ○ ○ ○ ○ 体育館 619 ○   


















 北九州市(2018b)『北九州市地域防災計画 付属資料編（平成 30 年 4 月修正）』におい
て、北九州市の避難所等として指定されている大学キャンパス等は延べ 10 大学・施設と



























































表 11 市民（近隣住民）等が大規模災害時に大学内へ避難した場合の対応方針例 
信州 
大学 



























































○神戸大学危機管理基本マニュアル（平成 24 年 4 月版） 





























○災害対策マニュアル（平成 30 年 12 月） 
Ⅵ 避難場所の提供 
１．避難住民の受入れ 


















































② 専門家による復旧作業や健康チェック、メンタルヘルスについての支援を行う。  
鹿児島 
大学 














○宮崎公立大学避難所運営マニュアル（平成 27 年 3 月策定） 




 ・避難者受入れ前の施設の安全確認      ・放送設備等の点検 
・使用可能場所、立ち入り禁止スペースの指定 
注）以下の各大学等のマニュアル等に掲載された情報をもとに筆者が整理。 
・信州大学（2014）『信州大学の避難所等の運営協力に関する基本方針等（平成 26 年 3 月）』 
・名古屋大学（2015）『名古屋大学防災関係資料集（2015 年度版）』 
・神戸大学（2012）『神戸大学危機管理基本マニュアル（平成 24 年 4 月版）』 
・九州大学（2018）『災害対策マニュアル（平成 30 年 12 月）』 
・熊本大学（2018）『熊本大学における大規模災害対応 基本マニュアル（平成 30 年 4 月改訂）』 
・鹿児島大学（2015）『防災基本マニュアル（平成 27 年 3 月策定）』 

















ては「信州大学の避難所等の運営協力に関する基本方針等（平成 26 年 3 月 18 日）」とい
う 12 ページにわたる文書を策定しており、先進的な事例として特筆できる。 



































表 12 東日本大震災に係る地域（自治体）から大学への要望例（一部抜粋） 

























































 本研究の一部は北九州市立大学平成 28 年度特別研究推進費「大規模災害時において大
学が市民等の避難所・一時避難場所等となる際の課題と必要な方策」（代表：南博）の支援




（南 博： 地域戦略研究所 教授） 
（村江 史年： 地域共生教育センター 特任教員） 
 
〔注〕 










3) ここでは、阪神・淡路大震災発生時の 1995 年 1 月時点での神戸大学について整理する。
2004 年に神戸大学に統合された神戸商船大学については含んでいない。 
4) 神戸大学百年史編集委員会（2010）『神戸大学百年史 通史Ⅱ』p.701 による。 
5) 神戸大学百年史編集委員会（2010）『神戸大学百年史 通史Ⅱ』p.701-703 による。 
6) 神戸大学百年史編集委員会（2010）『神戸大学百年史 通史Ⅱ』p.701-702 による。 
7) 神戸大学百年史編集委員会（2010）『神戸大学百年史 通史Ⅱ』p.702-704 による。 
8) 神戸大学百年史編集委員会（2010）『神戸大学百年史 通史Ⅱ』p.703 による。 
9) 神戸大学百年史編集委員会（2010）『神戸大学百年史 通史Ⅱ』p.704 による。 
10) 神戸大学百年史編集委員会（2010）『神戸大学百年史 通史Ⅱ』p.707 による。 
11) 神戸大学百年史編集委員会（2010）『神戸大学百年史 通史Ⅱ』p.708 による。 
12) 東北大学災害対策推進室（2013）『東北大学 東日本大震災記録集 ～3.11 から 記
録と記憶をつないで、次代へ、世界へ』p.27、p.52 による。 




14) 東北大学災害対策推進室（2013）『東北大学 東日本大震災記録集 ～3.11 から 記
録と記憶をつないで、次代へ、世界へ』p.18 による。 
15) 石巻専修大学（2012）『東日本大震災 石巻専修大学報告書』1、p.82 による。 
16) 石巻専修大学（2012）『東日本大震災 石巻専修大学報告書』1、p.82 による。 
17) 石巻専修大学（2012）『東日本大震災 石巻専修大学報告書』1、p.82 による。 
18) 石巻専修大学教職員へのヒアリング調査による。 
19) 石巻専修大学（2012）『東日本大震災 石巻専修大学報告書』1、p.82 による。 
20) 石巻専修大学（2012）『東日本大震災 石巻専修大学報告書』1、p.82 による。 
21) 石巻専修大学（2012）『東日本大震災 石巻専修大学報告書』1、p.82 による。 
22) 石巻専修大学教職員へのヒアリング調査による。 
23) 石巻専修大学教職員へのヒアリング調査による。 
24) 熊本大学（2017）『熊本地震記録集 ～4.14 4.16 想定を超える困難に直面して』
p.48 による。 
25) 熊本大学（2017）『熊本地震記録集 ～4.14 4.16 想定を超える困難に直面して』
p.49 による。 
26) 熊本大学（2017）『熊本地震記録集 ～4.14 4.16 想定を超える困難に直面して』
p.51 による。 
27) 熊本大学（2017）『熊本地震記録集 ～4.14 4.16 想定を超える困難に直面して』
p.55 による。 
28) 熊本大学（2017）『熊本地震記録集 ～4.14 4.16 想定を超える困難に直面して』
p.52 による。 
29) 熊本県立大学総合管理学部（2017）『熊本県立大学ブックレット 3 熊本地震と震災復
興』熊日出版、p.12 による。 
30) 熊本県立大学（2016）『熊本県立大学広報誌 春秋彩』45、p.3 による。 
31) 熊本県立大学総合管理学部（2017）『熊本県立大学ブックレット 3 熊本地震と震災復
興』熊日出版、p.12 による。 
32) 熊本県立大学（2016）『熊本県立大学広報誌 春秋彩』45、p.3 による。 
33) 熊本県立大学総合管理学部（2017）『熊本県立大学ブックレット 3 熊本地震と震災復
興』熊日出版、p.14 による。 
34) 熊本県立大学総合管理学部（2017）『熊本県立大学ブックレット 3 熊本地震と震災復
興』熊日出版、p.15 による。 
35) 4 月 18 日に医療連携中心にシフトして避難所としての機能を縮小した件に関しては、
その理由が十分伝わらないまま、一部報道等で批判的な扱いが行われた。 




37) 熊本学園大学（2016）『熊本学園大学広報誌 銀杏並木』431、p.5 による。 
38) 熊本学園大学教員へのヒアリング調査に基づく。 
39) 熊本学園大学教員へのヒアリング調査に基づく。 
40) 熊本学園大学（2017）『平成 28 年熊本地震 大学避難所 45 日 障がい者を受け入れた
熊本学園大学震災避難所運営の記録』熊本日日新聞社、p.30-32 による。 
41) 熊本学園大学教員へのヒアリング調査に基づく。 
42) 熊本学園大学（2017）『平成 28 年熊本地震 大学避難所 45 日 障がい者を受け入れた
熊本学園大学震災避難所運営の記録』熊本日日新聞社、p.12 による。 


































































クト 震災遺産とふくしまの記憶 ～福島大学セッション 資料』 
中央教育審議会大学分科会資料（2011）「東日本大震災による大学等の被害状況とこれま
での取組（2011 年 5 月 23 日）」 
中央教育審議会 教育振興基本計画部会ヒアリング資料（2011）『入戸野修・福島大学長 作
成資料（平成 23 年 7 月 4 日）』 









北九州市(2018a)『北九州市地域防災計画 災害対策編（平成 30 年 12 月修正）』 
北九州市(2018b)『北九州市地域防災計画 付属資料編（平成 30 年 4 月修正）』 
北九州市 Web サイト「災害時の福祉避難所について」、2019 年 2 月 20 日参照 
  < http://www.city.kitakyushu.lg.jp/ho-huku/16500214.html > 
北九州市（2017）『大規模災害時の避難所運営マニュアル（平成 29 年 3 月改訂）』 
信州大学（2014）『信州大学の避難所等の運営協力に関する基本方針等（平成 26 年 3 月）』 
名古屋大学（2015）『名古屋大学防災関係資料集（2015 年度版）』 
神戸大学（2012）『神戸大学危機管理基本マニュアル（平成 24 年 4 月版）』 
九州大学（2018）『災害対策マニュアル（平成 30 年 12 月）』 
熊本大学（2018）『熊本大学における大規模災害対応 基本マニュアル（平成 30 年 4 月改
訂）』 
鹿児島大学（2015）『防災基本マニュアル（平成 27 年 3 月策定）』 
宮崎市（2015）『宮崎公立大学避難所運営マニュアル（平成 27 年 3 月策定）』 
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